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はじめに　
　本稿は中華人民共和国の成立初期に吉林省で展開された新農具普及運動に焦点をあて、950年代の
中国東北における農具の改良を中心とする農業生産の復興、発展過程を検証する。
　抗日戦争が終了した後も東北地域では中国共産党と国民党の間で激しい内戦が行われたが、948年
末までに共産党が中国東北地域の政権を掌握した。解放後、共産党政権は土地改革を推し進め、農民、
特に貧農階層に耕地を分配した。しかし、農業生産資材は依然として極度に不足し、その中で、農具
の不足率は30－40％にも達していたと言われた。このため中国共産党は農具不足という問題にいち
早く取り組み、双輪双铧犂（two-wheeled doubled blade plough）を代表とする新式畜力農具（以下、
新農具）を中国東北地域を手始めに全国に普及させた。新農具の普及に際しては、農業金融政策の整
備、農業技術指導センターの設立、更に農業生産の集団化運動も推進された。新農具の普及をめぐる
こうした動きが持っていた歴史的な意味を検証することが、本稿の課題である。こうした課題を設定
した背景には、以下のような研究史に対する理解がある。
　中華人民共和国が成立してまもない950年代の各地域における農業技術の改良・普及運動に関して
は、調査と研究の成果が限られている。まず中国語の研究成果からみておくと、朱顕霊・胡化凱は
950年代の中国農業部の調査資料を活用して、解放初期、中国全国で展開された新農具の普及政策を
検討し、その実効性を検証した。朱氏によると、新農具の普及は中国農業の技術水準を向上させたが、
956年になると中国南部地域にまで採用が強制されるようになり、結局、新農具の効率は低下し、巨
大な浪費になった2。しかし、新農具普及運動の効果について言うならば、中国南部水田地帯だけで
なく、東北地域をはじめとする北部平原地帯における実効性という問題についても、検証が必要であ
る。この点について朱論文はまだ検討を加えていない。衣保中・楊慧は950年代初頭に中国政府が「向
ソ一辺倒」政策の一環としてソ連から農業技術と農業機械を導入し、それによって中国東北の農業水
準は向上したと評価した。しかし、衣、楊両氏は新農具の導入に関しては検討を行っていない3。また、
範連生は貴州省档案館の資料を発掘し、950年代初頭の中国西南部少数民族地域における新農具普及
運動展開の状況を論じた。範氏は貴州省における新農具普及運動の進展を検証したが、ここでも新農
具の実効性については触れられておらず、また中国東北を含む他地域についての分析はなされていな
い4。
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　950年代初頭に展開された新農具普及運動に関する日本側の研究成果は村岡伸秋［979］を除くと
ほとんどないといっても過言ではない。村岡氏は新中国の初期において構築された新農具、特に双輪
双铧犂の生産体制を取り上げた。そして新農具の生産体制を中心として農業生産と工業生産の結合形
態を詳細に検討した上で、解放初期における中国農村工業の発展状況を評価した5。しかし、村岡氏
は新農具普及運動についての検討対象を農具の生産体制に限定しており、新農具の実効性や、新農具
を普及する際の農業技術指導の体系、或いは農村金融の発展といった問題については実証的に論じて
いない。
　総じて、これまでの研究成果には大きく言って二つの弱点がある。第一は、中国側でも日本側でも、
中華人民共和国が建国される以前から続いていた各地域の農業に固有の生産状況については言及がな
く、農具改革をめぐる建国前後の関係という問題については未検討のまま残されているということで
ある。東北地域についていうならば、その農業生産は、約4年にわたる「満州国」期の日本統治を経
て大きく変わり、それは解放初期においてもそのまま遺留していた。東北における新農具普及運動の
背景を検討する際には、「満州国」期から形成された農業生産の状況を解明する必要がある。
　第二は、新農具普及運動が持っていた地域的な違いに対する検討がなされていない、という問題で
ある。範［20］ 、朱・胡［2007］が明らかにしたように、956年以降、中国南部の水田地帯では新
農具の普及政策は失敗した。しかし、北部の平原地帯や東北地域については、新農具の実効性が検討
されてこなかった。特に東北地域については、新農具の導入が農事試験によって高く評価されていた
だけに、その実態を検討する必要がある。
　以上のことを踏まえて本稿では次の三点について分析を進めたい。第一に、「満洲国」期の中国東
北地域における農業生産の特徴を分析し、中華人民共和国初期における農具改革の必要性を確認する。
第二に、950年代初頭に「向ソ一辺倒」政策を背景として進められた中ソ技術協力の中で、中国政府
がソ連から新農具を導入した要因と新農具を農村部に普及しようとした政策を検証する。第三に、中
国各級政府は新農具普及運動を促進するため、新農具の効率に対する高い評価を与えていたが、その
実態を検証するため、950年代初頭の吉林省における新農具普及運動の進展を検討し、東北地域にお
ける新農具普及運動の実効性及びその限界を解明する。依拠する主要な資料は、『東北区科学技術発
展史資料　解放戦争時期和建国初期３農業巻』（986）、『新式畜力農具工作参考資料第一集』（955）、
そして950年代初頭に中国で公刊された新聞、農業試験報告と吉林省档案館に所蔵される档案資料等
である。
Ⅰ　1950年代初頭東北地域における農業生産の状況
１.1950年代初頭東北地域における農業人口
　920年代の中国東北地域農業経済の特徴は主に大豆とその一次加工品（豆油、豆粕）の輸出に依存
するモノカルチャー型輸出経済だということである6。東北大豆モノカルチャー型輸出経済は雇用労
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働力に大きく依存しており、河北省と山東省といった関内からの移民を大豆生産の集中していた「北
満」に吸引して成り立っていた。また、大豆産品経済の進展によって、農業生産は全般に促進され、
糧穀作物（粟、高粱、玉蜀黍）の生産も盛んであった。結局、東北では930年まで農業経済の繫栄に
牽引された農業人口が急増し、就業人口中の割合も大きくなっていた7。
　しかし、「満洲国」樹立以後、特に930年代末期から「満洲国」政府は華北移民に対する制限政策
を強化し、それまで東北農業を支えていた華北移民は920年代より減少していた。また、937年から
「満州産業開発五ヵ年計画」の実施によって東北地域における重工業化が進展して、労働力が農業か
ら重工業に移転し始まり、農業従業人口の割合が減少に転じた。940年以後になると農業従業人口が
増長していたが、農業従業人口の割合は持続的減少していった（表１）。単位作付面積当たり農業従
業人口は、939年から942年にかけて.04から0.93へと約0％も減した8。
　まとめて言えば、940年以降、日本に主導された重工業化の進展に伴って、中国東北地域では有業
年代 ①農牧林業従業人口 ②農牧林業従業人口割合 ③穀物作付面積 ①/③ ④穀物収穫量
93 ― ― 3,773 ― 8,452
932 ― ― 2,665 ― 5,363
933 ― ― 3,24 ― 6,847
934 ― ― ,897 ― 2,786
935 3,588（00） 38.40％ 2,422 .09 5,724
936 4,3（04） 38.46％ 3,076 .08 6,637
937 4,378（06） 37.56％ 3,63 .05 7,344
938 4,982（0） 37.3％ 4,479 .03 8,029
939 5,882（7） 38.59％ 5,27 .04 6,74
940 6,202（9） 37.50％ 6,646 0.97 7,567
94 6,422（20） 36.48％ 7,897 0.92 8,546
942 6,502（2） 35.44％ 7,703 0.93 7,429
943 ― ― 7,684 ― 9,228
944 ― ― 8,039 ― 9,652
945 ― ― 7,90 ― 20,5
出所： 穀物作付面積及び穀物収穫量は山本有造、『「満州国」経済史研究』、名古屋大学出版会、2003年、98－
99頁より。農牧林業従業人口割合は山中峰央、「満州国人口統計の推計」、『東京経大学会誌』、2005年、
86頁より筆者作成。
表１　「満州国」期における農牧林業従業人口割合、穀物作付面積及び収穫量
単位：千人、000ha,000トン
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者の中の農業従業人口の割合が低下し、同時期から単位作付面積当たり農業従業人口も減少していた。
すなわち、940年初期以後、東北では農業従業者の不足が農作物の増産にとって大きな隘路となった。
３年間の激しい内戦を経て中国東北を掌握した共産党政権は、このような状況を引き継ぐことになっ
た。このため、中共政権は、農法の高度化と労力の節約・効率化を進め労働生産性の高い農業経営を
追求するようになっていたのである。
２.1950年代初頭東北地域における化学肥料の使用状況
　「満州国」期には中国東北における重化学工業の急成長にしたがって化学肥料の生産能力も拡大し
た。以下では「満州国」期からの中国東北における化学肥料の使用状況を確認しておこう。
　「満州国」期中国東北地域で化学工業の進展については、峰毅が詳細に検討している。峰氏の研究
によると、「満州国」期に中国東北地域において生産された化学肥料は、大部分が硫安であった。最
初の硫安は撫順の都市ガス生産の際に副生されたもので、後には製鉄生産やオイルシェール生産から
も硫安が副産物された9。933年には大連で満州化学が設立され、935から硫安の生産が本格的に開
始された。満州化学大連工場は最新のウーデ法による硫安8万トンの年生産能力を持っていた0。こ
れまでの研究成果は中国東北の農業が粗放で、生産の拡大が農地開墾面積の拡大及び労働力に依存し
て追及され、化学肥料の使用は少なかったと指摘してきた。この指摘は的を射たものである。しかし、
他方で、峰氏の研究があきらかにしたように、930年代と比べると、「満洲国」期には化学肥料の生
産能力が大きく発展し、また単位面積当りの使用量はまだまだ少なかったものの、934－942年の間
年度 生産量 満州の使用実績
934 57,79 686
935 72,785 2,649
936 8,73 3,243
937 24,38 9,954
938 93,23 5,000
939 52,836 20,500
940 29,33 34,200
94 90,483 30,000
942 62,862 42,000
943 9,725 ――
944 58,000 ――
出所： 須永徳武、「満州の化学工業（下）」、『立教経済学研究』、第60巻第4号、2007年、3頁。元資料は「窒
素肥料並硝安爆発対策（案）」、『張公権文書』、7－23頁より。
表2　「満州国」期における硫安の生産高と使用実績
単位：トン
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に化学肥料の需要は急増し、942年になるとその総使用高は42000トンと、934年度に比べると6.2
倍の水準に達した。つまり、東北の農業生産に使用された化学肥料が漸次に増大していた（表２）。
化学肥料の使用総面積
水田の化学肥料使用状況 畑田の化学肥料使用状況
使用面積割合 使用面積 使用面積割合 使用面積
楡樹県 720 60.00 670 0.35 050
扶余県 0 76.92 300 0.30 80
延吉市 300 87.7 400 0.40 900
永吉県 5560 6.75 5000 0.30 560
農安県 450 54.34 50 0.20 400
懐徳県 790 57.87 250 0.30 540
長嶺県 450 60.00 20 0.30 430
九台県 080 50.00 590 0.30 490
徳恵県 620 60.00 20 0.40 600
郭前旗 480 47.70 90 0.30 390
伊通県 880 36.48 500 0.30 380
舒蘭県 3390 50.00 320 0.30 270
雙陽県 040 50.00 750 0.30 290
乾安県 230 ― ― 0.30 230
磐石県 3740 60.00 3340 0.50 400
延吉県 6790 68.00 6490 0.50 300
蛟河県 3440 60.00 3200 0.50 240
敦化県 940 40.00 700 0.50 240
樺甸県 390 4.36 200 0.50 90
和龍県 540 66.66 5000 0.50 40
汪清県 30 65.00 2990 0.60 20
琿春県 5390 65.00 5270 0.60 20
長春市 230 66.66 30 0.90 200
安図県 050 60.00 000 0.60 50
吉林市 700 64.0 600 .00 00
郭前旗機械農場 2330 38.00 2330 ― ―
龍井水田農場 70 78.00 70 ― ―
示範農場 280 78.00 70 30.00 20
各県生産農場 350 75.30 2950 .00 200
九台試験場 50 ― ― 3.50 50
合計 5800 59.70 48000 0.30 0000
出所：吉林省人民政府農業庁、「953年農業工作総結与954年農業生産方針任務」、吉林省档案館档案資料第
55巻、954年より筆者作成。
注：化学肥料は主に硫安、塩安、硝安三種類である。
表3　1953年吉林省における化学肥料の使用状況
単位：ha、％
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　一方、950年代初頭の東北地域における化学肥料の使用状況を確認しておくと、硫安の使用量は
949年の0,000トンから952年の46,500トンに約５倍の増大を遂げ、「満洲国」期の水準（942年は
42,000トン）を上まわったが、化学肥料の不足はまだ厳しい状況にあった。例えば、吉林省の状況
から見ると、953年に化学肥料の普及率2は約５％しか占めていなかった3。吉林省政府の档案資料
によれば、化学肥料不足の状況について、「吉林省政府は950年から延辺、磐石等の0個県を中心と
して硫安肥料の使用を促進していた。これらの地域では硫安肥料の使用量が拡大したが、同肥料は水
稲の育苗や水稲、甜菜の育成に活用され、収穫を引き上げるという実績が出ていた。952年の吉林省
における硫安の使用量は、950年の２倍に増加した。953年に吉林省農業庁は477トンの硫安を使用
することを計画していたが、追肥農法の採用を促進するため、硫安の使用量は元の計画から623トン
に引き上げられた。しかし、生産能力の不足のため、実際には硫安は337トンしか確保できず、計画
の達成率は52.6%にとどまった。このため、肥料不足は、953年の農業生産に障害になるかもしれない」
と評価された4。
　また、作物別に見てみると、953年に吉林省では水田面積は耕地面積全体の約３％にすぎなかった
が、化学肥料全体の約80%は水田で使用されていた。そして化学肥料を施用した面積は水田全体の約
60％に達した。一方、耕地面積全体の約95％を占めていた畑地では化学肥料全体の約20%が使用され、
化学肥料を施用した面積は畑地全体の僅か0.3％にとどまった。つまり、950年代初頭の東北におけ
る化学肥料の使用は水田に集中していて、耕地面積としては圧倒的な部分を占めていた畑においては、
化学肥料の使用はまだ端緒についたばかりだったのである（表３）。
３.1950年代初頭東北地域における水稲を中心とする優良品種の普及状況
　932年に「満州国」が成立してからは、在来農法から脱却して食糧の増産を進めるために、満鉄が
設立し運営していた農事実験場・農事試作場等が強化された。934年には「満州国」政府は満蒙開拓
団の主要な入植地である北満地方で糧食の増産を実現するため、北満地域の克山、ハルビン、佳木斯
等に多くの農事実験場を設立した5。これら既設・新設の農事試験場は「満州中部地方並びに南部地
方ニ適応スル優良品種ヲ育成」6するための研究を続け、934年には北満地域向けの改良品種――「興
国」、「弥栄」、「興亜」、「国主」が誕生した7。このうち「興国」、「弥栄」、「興亜」の3品種は、936
年に「満州国」政府により北部地帯に適合した奨励品種に指定された。940年以降になってからも、「満
州国」農事実験場の研究によって水稲品種の改良及び日本水稲品種の導入が進んでいた。
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　一方、950年代初頭の東北では、水稲は品種改良の進展と普及面積の広さという点で他の作物に先
んじていた。吉林省農業庁の統計によると、水稲優良品種の普及面積は953年の段階で良種農作物全
体の約5％を占めていた（表４）。しかし、すでに紹介したように、水稲の耕作面積は吉林省で全体
農作物の僅か約３％しか占めていなかった。したがって、畑作が中心であった中国東北の農業では、
品種改良はまだまだ遅れていたということもできる。
①優良品種の耕作総面積 ②水稲の優良品種耕作面積 ②/③
楡樹県 7 446 0.40
扶余県 390 90 0.48
延吉市 456 82 0.40
永吉県 8097 4922 0.6
農安県 92 4 0.45
懐徳県 442 259 0.59
長嶺県 3 3 0.42
九台県 256 520 0.4
徳恵県 27 9 0.33
郭前旗 72 60 0.35
伊通県 270 548 0.43
舒蘭県 624 3432 0.55
雙陽県 500 600 0.40
乾安県 ― ― ―
磐石県 5568 2505 0.45
延吉県 9557 5734 0.60
蛟河県 5337 2038 0.38
敦化県 4245 06 0.25
樺甸県 2873 005 0.35
和龍県 7500 3750 0.50
汪清県 4598 2296 0.50
琿春県 84 365 0.45
長春市 45 20 0.44
安図県 745 698 0.40
吉林市 936 373 0.40
郭前旗機械農場 6000 5250 0.90
龍井水田農場 9 9 .00
示範農場 00 00 .00
各県生産農場 3920 560 0.40
合計 8740 4357 0.5
出所： 吉林省人民政府農業庁、「953年農業工作総結与954年農業生産方針任務」、吉林省档案館档案資料第
55巻、954年より筆者作成。
表４　1953年吉林省おける優良品種農作物の普及計画
単位：ha、％
28
図５　双輪双铧犂と使用時の風景
出所： 魏徳忠、「試用双輪双铧犂（958年）」、http://www.fotocn.org/weidezhong/746、閲覧日（203
年４月５日）。
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　まとめて言えば、950年代初頭の中国東北では農業人口、化学肥料の不足、良種普及の立ち遅れ等
が農業生産にとって深刻な問題になっていたのである。
Ⅱ　新農具普及運動の背景――密植・深耕農法の採用
　950年代初頭からソ連は中国に大規模な技術援助を開始した。中国政府は、農業の分野ではソ連式
の「深耕密植」農法をソ連の先進技術として中国東北農村部に導入した8。そして密植農法の優越性
を「遼北地区では7ヵ所の調査によると、１ha当たりの耕地では高粱を５万株から0万株に増加する
と、収穫量は2750キロから5000キロに増産した。また、肇源県の経験によると、１ha当たりの耕地
では粟を60万株から80万株に増加すれば、収穫量は3500キロから4500キロに増産した」9等と宣伝し
た。密植農法は、深耕を必要とする。深耕農法の優位性について、中国政府は「ソ連農業の経験によ
ると、耕地の深度は0ミリから20ミリに増加すると、穀物の産量は１倍以上に増産」と強調した20。
そこで東北人民政府は「現在より少なくとも１寸深く耕す」ことを農民たちに要求した2。深耕、平作、
密植等の耕作方法を採用するためには新たな農具が不可欠であり、新農具の導入が始まった。新農具
とは、950年代初頭にソ連から導入した耕転・収穫・脱穀等の農作業全体で使用された農機具の総称
である。具体的には犁２個、耙１個、鎮圧器１個、播種機１個、除草機１個からなり、動力源は、畜
力であった（図５）。新農具は、中国の伝統的農具に比べてはるかに大きな効率をあげるものだと言
われた22。
　950年初に新農具は黒竜江省で農地での試用を行った。その結果を踏まえて、95年２月から瀋陽
農具場では双輪双铧犂、双輪単铧犂、円盤耙（disc　harrow）、鎮圧器（roller）等の新農具の生産を
開始した。そして953年からは全国各地の実情に合わせて改良型も作られ、新農具の生産は試作段階
から全国範囲の本格生産段階に入った。双輪双铧犂を中心にして中国農村に普及した新農具は、平原
地帯の地形、土壌特性及び穀物耕作の内容等がソ連のそれに比較的近い東北・華北平原地帯に適して
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いると評価された（表６）。
Ⅲ　1950年代初頭における新農具の普及に対する中国政府の動向
１.中国政府の農具改良に関する政策
　950年代初頭、中国政府は東北地域から新農具普及運動を展開した。949年2月、東北農村問題座
談会において、東北人民政府は改良した在来農具を普及し、条件の適合する地域で新農具の使用を促
進するという方針を確立した23。座談会の期間中には新農具展示会を開催し、ソ連から輸入された開
墾・播種・収穫用の新農具が3台も登場した。翌年３月、毛沢東はソ連から帰国する途中に、この展
示会を視察し、新農具を北京に送付するよう指示した。950年５月には中国農業部は東北人民政府か
ら送付された4台の新農具を北京中南海で展示し、中央政府をはじめ、各級政府幹部が参観した。そ
して95年１月に農業部は第二次全国農具工作会議を開き、「迅速に旧農具を増補し、穏やかに新農
具を普及する」とする農業普及運動の方針を策定した。950―952年の間に、全国22ヵ省（市）で約
28万台の新式・改良在来農具が普及されたが、これらの農具の中では改良旧式農具の割合が90％以上
を占め、双輪双铧犂を代表とする新農具は僅か約500台であった（表7）。そして新農具の大部分は中
国東北地域に集中して配給された24。
農具名称 適用地域 評価
大型双輪双铧犂 東北、華北平原地域 深耕可能且つ効率よし
中型双輪双铧犂 東北、華北平原地域 深耕可能且つ効率よし
小型双輪双铧犂 平原畑作砂質土地域 深耕可能且つ効率よし
大型双輪単铧犂 粘性土壌地帯或いは一般荒地 深耕可能且つ効率よし
中型双輪単铧犂 粘性土地域 深耕可能且つ効率よし
円盤耙 東北地域 碎土及び整地の効率よし
釘歯耙 華北畑作地域 碎土及び整地の効率よし
中耕機 東北、華北各地域 中期除草に適応し、効率よし
収穫機 東北、華北平原地域 労働力が節約し、効率よし
玉蜀黍脱穀機 東北、華北各地域 設計改良が必要
播種機 東北、華北各地域 穀物播種作業に適応し、効率よし
出所：『中国農業機械基本状況』、中国農業機械化科学研究院、984年、250頁より筆者作成。
表６　中国農業部の新式農具に対する評価結果
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　952年までに土地改革が中国全土で基本的に完成した。953年からの中国政府の農業政策を簡略に
言えば、農業現代化の中心的内容とされた農業機械化が実現する前に、土地改革により成立した農業
生産合作社・「互助組」を単位として、新農具、農畜及び化学肥料等の集約使用を通じて、農業生産
を発展させることであった。そして中国政府は、毛沢東の指示に基づき、954年から双輪双铧犂を重
点として、新農具の普及運動を全国の農村部において展開した。新農具普及運動の経緯は以下のよう
であった。
　954年７月農業部、第一機械工業部及び全国合作総社は第一次新農具工作会議を共催した。「新農
具工作会議状況に関する報告」を作成し、双輪双铧犂、双輪単铧犂、中耕器等の農具を新農具普及運
動の主要対象と指定した。第１期５ヵ年計画中に准河以北の平原畑田地区に双輪双铧犂24万台、双
輪単铧犂24万台を導入することを決定し、双輪双（単）铧犂の標準統一設計図の作成を正式に決定し
た25。
　954年0月、第一機械工業部と第一機械工業管理局は、全国農具製造会議を共催した。同年月か
ら955年年末まで双輪双铧犂50万台の製造計画および中心的部品、铧犂、ボルト等の統一供給を決定
した26。
　955年７月に第一機械工業部、農業部及び全国供銷合作総社は第二次全国農具工作会議を共催した。
「新式農具統一管理辧法」を作成し、双輪双铧犂等の農具に関して、統一生産計画作成、設計図統一、
部品の統一標定、原材料の統一調達の実行を決定し、あわせて設計図に基づく生産と検査の実行を決
定した。又、農具操作技士の養成、手工業者による修理網の建設、農具全体の二級管理制の実行等を
年代 950 95 952
犂類総計 760 6299 238867
双輪双铧犂 2 6 35
双輪単铧犂 64 566 48
歩犂 594 577 237368
耙類 3 397 720
円盤耙 6 69 464
釘歯耙 25 328 256
播種機 34 428 556
鎮圧器 25 93 402
中耕機 － 5 32773
収穫機 74 400 997
脱穀機 5 208 755
その他 5659 5826 373
総計 6908 65956 27644
出所：胡化凱、「中国農業機械化的起歩」、中国科学技術大学博士学位申請論文、2007．29頁より。
表７　1950年代初頭中国新農具普及数量統計表
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決定した。更に、第１期５ヵ年計画中に80万台の双輪双铧犂、単铧犂の製造を計画し、対象農具は
新農具全般へ移すと決まった27。
　以上、950年から955年に至る新式農具の普及過程について、管理と設計・製造の「統一化に関す
る機関决定の経緯について確認してきた。その過程は大きく言って①95－952年のソ連輸入品の試
用、②952－954年の各地農具工場による分散的模倣製造、③954－956年の全国統一計画下の大量
生産体制という３つの時期に区分でされる28。中国全国では③の時期になって新農具の生産・流通・
供給・修理システムの設立が基本的に完成し、新農具をめぐって、中国農村部において大規模な普及
が始まった。
２.1950年代初頭の新農具に対する中国政府の高い評価
　新農具の特性は、旧式の犂にくらべると土地を6.7－0ミリほど深く耕せ、在来農具が持っていた
弱点である深耕不能性、翻土29不全性を克服できることにあった。また、新農具の操作は在来農具よ
り簡易で、女性にも可能であるとされていた。１台の新農具と２－３匹の家畜を使って、１日で0.6
－0.9haの耕地を深耕し、労働力を節約することができると言われた30。また、『大公報』は「東北地
域においては大規模に新農具を採用することにより、①旧農具の使用により元々開墾できない土地が
開墾可能となり、耕地面積を拡大する、②労働力生産性の向上により一人当たりの耕作面積を拡大す
る、③深耕、平作、密植等の耕作方法を採用することが可能になることにより単位面積あたりの産量
を著しく増やすことができる等の利点があると評価した3。
　東北地域では、東北行政委員会農業局32（以下、東北農業局）が新農具を大規模に普及させるため、
新農具の優越性を宣伝した。東北農業局は、新農具の普及運動は「耕作方法を改良し、農業生産力を
向上し、単位面積当たり穀物の収穫量を増加させた」と評価した33。特に、東北農業局は「新農具を
使用していた農業生産合作社の増産が一層多くて、地域によって約5－08％の増産が達成できた。
穀物の豊作が連年に実現するため、新農具を使用しなければならない」と各省の農業管理機構に要求
した34。東北農業局は、モデル地域を取り上げて増産の成果を宣伝し、新農具の採用を推奨していた
のである。
　要するに、新農具の労働力節約・増産効果について、中国政府をはじめとする各級政府は強力な宣
伝を行っていた。そして既に説明したように、東北地域で大規模に採用した密植・深耕農法は新農具
の使用を必須としていたので、953年から東北地域では新農具普及運動が本格的に展開された。以下
では、吉林省の事例を通じて双輪双铧犂を代表とする新農具の普及状況を説明しておく。
Ⅳ　1950年代初頭吉林省における新農具普及運動
１.1950年代初頭吉林省における新農具普及運動の実態　
　最初に、吉林省における新農具の普及状況を確認しよう。東北農業局は950年から「重点的に促進
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し、集中的に使用する」という方針を掲げて、新農具の普及を開始した。最初は小麦の耕作に試用し
たが、やがて畑作物にまで新農具の使用を普及させた。中国東北では、950-953年の間に、約7600
台の新農具が普及した35。その中で、吉林省は780台（950年は56台、95年は36台、952年は06台、
953年は582台）を占めていたが、これらの新農具は24個県、市、旗に配分された36。
　吉林省政府は新農具376台を平原地帯の楡樹県、扶余県、農安県、九台県に重点的に配置し、その
割合は全体の46％を占めていた37。その中でも平原地帯の扶余県に対しては28台と最も多くの台数が
配置され、対照的に山地地帯の安図県に対して僅か３台しか配置されなかった。新農具が配置された
のは、主に農業生産合作社、「互助組」そして国営農場で使用された。農業生産合作社では444ヵ所の
中で44台が使用され、「互助組」では333ヵ所の中で85台が、国営農場では42カ所で37台が使用され
ていた38。
　また、吉林省政府は新農具の使用技術を普及させるために、各地で農業技術普及センター（中国語：
「农业技术推广站」）を大規模に設置していた。953年までに吉林省政府は97（952年は25）の農業技
術普及センターを設立し、500名以上の農業技術人員を農業技術普及センターに派遣した。これによっ
て、吉林省は662人の新農具操作者を育成した39。このように、950年代初頭から新農具が増加する
にしたがって、吉林省政府は新農具の操作技術を習得させるために農業技術普及センターの建設も加
速させていった（表８）。
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　そして950年代初頭に吉林省政府は新農具の使用を促進するため、金融機構と協力して、新農具を
購買する際に農業金融を利用し、農業ローンを提供していた40。ローンの内容は以下のようであった。
生産工場は原価で新農具を農民に提供して、工場の利潤が政府から補助すると規定した4。952年か
らは新農具価格の0％を政府から補助し、残りの資金については中国人民銀行の期間３年の農業ロー
ンを利用して、初期の導入費用を無料にし新農具を農民に提供した42。更に、953年からは新農具の
普及を促進するために、農業ローンの返還期間が３年から５年に延長された。
　950年代初頭から吉林省政府は農業生産の増産を目指して、新農具を当該地域の農村部に配置した。
そして新農具の普及に相まって、農業技術普及センターの設置、農業ローンの提供などの政策を実施
した。つまり、吉林政府は新農具の普及を促進させるために金融面での優遇政策を用意した。次項で
は、本稿は吉林省档案館の档案資料を用いて、新農具の実効性を検証してみよう。
２.1950年代初頭以来吉林省における新農具普及運動の実効性
　農事試験によると、吉林省の耕地条件が新農具に「適用かつ効率よし」と評価され、新農具の使用
953年新農具
の普及計画
952年 953年
農業技術普及セン
ターの数量
953年新農具の増
長計画
農業技術普及セン
ターの増加数量
新農具の需要量
農業技術普及人員
の増加数量
楡樹県 92 2 8 4 84 42
扶余県 92 2 8 4 84 42
延吉市 8  6 2 2 6
永吉県 36  6 5 30 5
農安県 36 2 6 5 30 5
懐徳県 30  6 4 24 2
長嶺県 2  6  6 3
九台県 30 2 6 4 24 2
徳恵県 36  6 5 30 5
郭前旗 24  6 3 8 9
伊通県 6  6
舒蘭県 24  6 3 8 9
雙陽県 6  6
乾安県 6  6 3
磐石県 6  6
延吉県 4  4
蛟河県 0  4  6 3
敦化県 6  6
樺甸県 4  4
和龍県 4  4
汪清県 3  3
琿春県 2  2
長春市 6  6 3
安図県 2  2 3
吉林市 3  3 3
国営農場 00
合計 600 25 7 65 383 95
出所：『953年吉林省各地推広新式馬拉農具計画』、吉林省档案館档案資料第55巻、953年より筆者作成。
表８　1953年吉林省各地域新農具及び農業技術普及センター配置計画表
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により農業生産性を向上させるはずであった。しかし、吉林省農業庁の档案資料によると、新農具の
実効性に対する農業庁の評価は、東北農業局の評価と微妙に違っていた。農業庁は、新農具の実効性
を唱えてはいたが、同庁によって調査された統計資料の数値は、東北農業局のデータに比べると増産
率が低かった。吉林省各県における新農具の使用効率を見ると、旧式農具の効率より高く、30－50ha
の耕地を耕した新農具は7台で、その割合は全体の22.6％を占めていた。これらの新農具を利用し
ていたのは、主として農業生産合作社及び一部の「互助組」であり、これらの組織が農具を使用して
いた場所は主に平原地帯で、耕地面積も広く、家畜及び熟練な操作人員といった資源も豊富であった。
旧式農具の効率と変わらなく、0－30haの耕地を耕した新農具は376台で、その割合は49.3％と高かっ
た。この部分の新農具を使用していたのは、主に家畜及び熟練な操作人員といった資源が少ない農業
生産合作社と「互助組」であった。そして逆に旧式農具の効率に達せず、僅か１－0haの耕地を耕
した新農具は25台で、これらを使用していたのは主に新設で、新農具を使用する経験がない「互助組」
或いは生産合作社であった43。
　新農具を導入した成果を増産効果の面から見てみると、農産物の収穫量が増産した地域の割合は約
30％を占めたが、収穫量が逆に減産した地域の割合が約20％に達していたことも見落とすことができ
ない44。つまり、約70％以上の地域では、新農具を導入したことによる増産効果は、明確にはでてい
なかった。また、吉林省ではせっかく導入したにもかかわらず、8台の新農具が放置されていた。
　各県の状況についていうと、耕地の条件が恵まれていた楡樹県では、92台の新農具が導入されたが、
0ha未満の耕地を耕した新農具は20台で、同県で使用されていた全体の中で約20％を占めていた。
また、扶余県の倪洪昇社は5匹の家畜と20 haの耕地を有していたが、新農具で耕した耕地は僅か25 
haだけで、収穫量も少なかった45。すなわち、中央政府は吉林省の耕地条件が新農具の使用に適合す
ると評価していたが、実際には新農具の導入は農業の発展をもたらしてはいなかった。こうした状況
を踏まえて、先にも紹介した「953年吉林省農業生産工作総結与954年農業生産方針」は、多くの農
民が効率の低い新農具に対して不信の念を持つようになり、大量の新農具が実際には放置されていた
と承認した46。
　950年初頭以来、中国政府をはじめ、新農具の使用を促進するため、好成績を挙げていた個別地域
の使用状況を宣伝した。しかし、吉林省の農村部では新農具を使用しても穀物の増産がはっきりとは
確認できない地域が約70％に及んでいた。すでに紹介したように、大部分の新農具は農業部の農事試
験によって平野地帯、したがって特に中国東北地域に適合すると評価されていた。しかし、東北3省
の一つである吉林省においても新農具の効率は高くなかった。新農具に欠陥があったことは明らかで
ある。次に、新農具と新農具普及運動そのものは農業生産の向上に繋がらない原因を検討していきた
い。
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3.1950年代初頭吉林省における新農具普及運動の限界
①新農具の品質について
　前節で検討してきたように、吉林省では新農具は農業生産に顕著な発展をもたらさなかった。その
一つの原因は、新農具が持っていた品質上の弱点であった。新農具普及運動は950年に開始されたが、
この運動の展開によって新農具に対する需要は急増した。吉林省の事例でいうと、953年に普及され
た新農具は582台で、952年の約５倍となり、956年になると、その数は22036台に急増した47。それ
とともに原材料は、955年に鞍山鉄鋼から中国全国各地の農具工場に供給した鋼材は954年の２倍、
５万トン以上にのぼった48。また、政府統一制定された膨大な計画生産量は現地の貧弱な工業・手工
業に重い負担を加え、新農具の配給の拡大に応えるために生産の拡大が追求されたが、それに伴って
新農具の品質に劣化が目立つようになっていった。新農具の品質については、普及運動の初期ともい
うべき953年の時点で、すでに使用者側からは「犂部の鉄鋼の強度が不足」、「部品の品質が劣悪」、「様
式が多様である」等の不満と批判が指摘されていた49。また、新農具部品の互換性については「部品
の相互交換ができない」、「部品がすぐ獲得できない」、「一部の部品が現地で生産できない」などの欠
陥も存在した50。具体に紹介すると、「吉林省永吉県司馬屯において新農具を使って、7haの耕地を
耕したが、犂の部分が５ミリまでも摩損した。」、「吉林省蛟河県において、使用されていた6台の播
種機の中で７台の軸が曲がった。また、鋳鉄の部品もよく摩損し、予備の部品が無い」といった報告
が出されていた5。加えて、新農具の価格は旧式農具よりもずっと高かったので、穀物の増産効果が
実現できないときには、農民の経済負担は一層重くなった。
②新農具の配分について
　新農具の生産については、統一生産計画の作成、設計図の統一、部品の統一標定、原材料の統一調
達がはかられた。これは中華人民共和国としては初めての経験であった。また、新農具の配分につい
ても、農業生産資材として、統一配給が実施された。しかし、地形や畜力といった各地区、地域の耕
作状況に対する調査研究が不足していたため、新設された新農具を配給するシステムは効率性が低
かった。配給システムは、販売計画や、製品調達の具体的組織工作が不備であったために品切れと滞
貨が同時に発生した。また、修理や部品の配給工作で計画性を欠いたため、実際の需要に遅れていた。
例えば、黒竜江省の土質は主に粘土質で、双輪単铧犂に適合していたが、政府の配給計画では双輪双
4
铧
4
犂
4
の配給数が35000台であったのに対して、双輪単
4
铧
4
犂
4
は2000台と前者に重点が置かれていた。逆
に、遼寧省では双輪双铧犂が土質に合っていたが、双輪単铧犂が大量に滞貨していたのに、その計画
配給量が000台から4000まで不必要に拡大されていた52。つまり、新農具の配分制度は、地域毎の配
給と需要を使用現場の実情にあわせて的確に把握し適切な台数を配給するという点で、また部品の供
給を維持するという点で、うまく機能していなかったのである53。
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③農業技術普及センターの実効性について
　950年代初頭、新式農具の生産を担っていたのは主に地方国営工場であったが、修理については農
村手工業者が行っていた。彼らの修理技術は必ずしも高くなかった54。このため、東北人民政府は新
農具の修理・使用方法及び農業耕作技術を農村部に浸透させるために、農業技術幹部と農村手工業者
を組織して、95年から農業技術普及センターの設立を開始した。既述のように、953年に新農具普
及運動が加速されるにしたがって、吉林省においても、農業技術普及センターの設置数は増大した。
農業技術普及センターは農業技術の試験・伝播・支援を業務としており、現在も中国農村部でその役
割を果たしているが、950年代初頭においては、主に新農具の使用技術を普及し、それを修理するこ
とが大きな任務となっていた。吉林省政府の調査資料によれば、同省内の農業技術普及センターのう
ち、「増産を実現し、新しい技術人員を育成した」と評価されたのは24ヵ所と全体の約24％で、「増産
の効果があまり見えない、新しい技術人員の育成が遅い」と評価されたところが45ヵ所、約47％を占
めていた。そして全体の約6％を占める28ヵ所については「逆に減産になり、半分以上の人員が新農
具ガ操作できない」と認定されていた55。つまり、農業技術普及センターの設置は農業生産の増産に
必ずしも繋がっていなかったのである。具体的に指摘するならば、吉林省の調査資料では、農業技術
普及センターの主な問題が①農業技術者の水準が低い、②現地幹部が重視しない、③新農具が分散さ
れたので現地指導が難しい、④新農具の専門操作者が少ない等の４点にまとめられ、その中でも特に
技術指導員の水準が低く、その育成が遅れている点が大きな問題とされていた56。実際、多くの場合、
技術指導幹部は農民からの信頼を失っていた57。
④新農具の価格について
　新農具の価格は高価で、農民の支払い能力を越えていた。その原因は製造コストが高いことと、販
売過程の手続きが煩雑で、経費がかさばっていたことにあった。例えば、双輪双铧犂の場合、１台を
生産するためには約95キロの鉄鋼が必要であったが、この鉄鋼の価格が、コスト高を規定していた58。
コストの問題について補足すると、新農具を代表する双輪双铧犂の場合、全国平均の工場出荷価格は
955年の時点で3元８角、標準小売価格は28元であった59。工場出荷価格は政府の農業補助割引に
よって下げられることもあったが、それでも約80元に達した。同時期、１ha当たり耕地の穀物産量
は約200キロで、00キロの穀物価格はわずか20元しかなかった60。つまり、新農具の最低価格は約0.3ha
耕地の売り上げに相当しており、農民にとって新農具の価格はかなり高額であった。95年になると
中央政府レベルでも吉林政府のレベルでも農業補助、農業ローンが用意され、新農具の価格について
も上限性が設けられた。しかし、農民の間には、それでも「売価が高い」、「農業ローンの期限が短い」、
「負担が重い」等の新農具に対する不満が存在していた6。これらの不満は単に価格が高かったとい
うだけでなく、新農具に欠陥があり、生産効率が上がらなかったために、農業金融政策の魅力が薄れ
ていたことの反映であったと理解することができよう。
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以上、吉林省の事例を中心として、950年代初頭に推し進められた新農具普及運動の実態、新農具の
実用性と限界について説明してきた。全国的な動きについて言うならば、欠陥が明らかになっていた
にもかかわらず、中国政府は955年７月、第二次全国農具工作会議により「新式農具統一管理辧法」
を作成した。その中では、双輪双铧犂等の新農具に関して、生産・管理・供給についての統一したシ
ステムを設立し、第１期５ヵ年計画中に80万台の双輪双铧犂・単铧犂の製造を計画した。これによっ
て普及運動は行政的な強制力が強められ、新農具は農村部への配給は急増していった。しかし、新農
具の普及が進むにつれ、耕地条件、家畜不足などの問題が全国的に指摘されるようになり、特に南部
水田地帯では突出して問題が生じていた。また、強制的な新農具普及政策をとった結果、一部の農村
部においてはむしろ農村部で実際に新農具の使用が減少した。956年に中国全国農具工場で生産され
た双輪双铧犂は70万台であったが、そのうち全国農村部に配給されたのは僅か80万台にしかすぎな
かった。しかもその80万台の中で5万台は品質等の原因で返品された。特に深刻な事例を挙げると、
957年に山東省では新農具の普及数量が956年に比べて約70%も減少し、一部の地区においては新農
具の使用を拒否する事例も現れた62。しかし、毛沢東はこれらの状況を「思想的問題」として取り上
げて、新農具の不使用、返品などの現象を「右傾主義」として激しく批判した63。また、毛沢東の指
示を受け、958年２月に農業部部長廖鲁言は新農具普及政策を強調し、新農具の使用を「路線的問題」
だと指摘した64。更に、958年４月6日に『人民日報』は双輪双铧犂を代表とする新農具の優越性を
宣伝し、新農具を大規模に使用するようと強調した65。新農具普及運動はこのように958年になると
完全に強制的政策に変身し、全国に拡大していった。
　956年以後、中国政府の普及政策が強権的になるにつれ新農具は実態に合わない地域においても導
入が進められ、特に中国南部などでは深刻な失敗を招いていた。また南部のみならず、東北地域にお
いても問題が指摘されるようになり、いったんは農事試験場によって「適用かつ効率よし」と評価さ
れた新農具の使用について見直しが求められるようになっていった。双輪双铧犂を代表とする新農具
の普及運動には中華人民共和国初期における工業・手工業水準の低さ、計画経済体制の不備などの原
因で、欠陥が存在した。政府は優越性を唱え、全国に普及させた新農具は実際に「適用」と評価され
た吉林省においても効率が悪く、農民の不満が激しかった。要するに、中国政府が推し進めた新農具
の導入をはじめとする農具の改良により農業生産の進歩を促進するという試みは、958年までに失敗
してしまったのである。
終わりに
　本稿は950年代中国で展開された新農具普及運動について吉林省の事例を中心として検討してきた。
新農具普及運動の展開は、「満洲国」時代から遺留された農業生産の特徴と密接な関係を持っていた。
具体に言えば、解放初期の東北では農業人口、化学肥料、優良品種などが不足していたが、他方で食
糧増産を達成することが焦眉の課題となっていた。悪条件のもとで増産を実現するために東北人民政
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府は農具改革を通じて農業生産性を向上させ、農業生産をいち早く回復させる必要に迫られていた。
おりしも中国政府は950年から「向ソ一辺倒」政策を採り、ソ連の指導下に農業技術の改良運動を展
開させていた。そうした動きの中で深耕・密植農法がソ連式の先進農業技術として中国農村部に導入
されていった。そして深耕・密植農法は、双輪双铧犂を代表とする新農具の利用を不可避としていた
から、新農法の導入は新農具普及運動を促進していった。
　953年になると、ソ連から導入した新農具は当初の農事実験での経験を踏まえて中国の農具工場で
複製され、東北の農村部での利用が本格化した。新農具の生産については、956年までに統一生産計
画の作成・設計図の統一・部品の統一標定・原材料の統一調達という一連の供給体制が整えられた。
そして956年からは、中国東北をはじめ、全国各地域の農村部で大規模に新農具の普及が推し進めら
れた。
　双輪双铧犂を中心とする新農具について、中国政府はその性能を高く評価していた。本稿では、こ
うした高い評価を受けていた新農具について、吉林省における導入事例を検討対象にしてその実態を
検討してきた。
　吉林省では950年初頭からいち早く新農具の普及を開始した。吉林省政府は省内の各地に農業技術
普及センターを設置するとともに、低利での営農資金の提供といった優遇策を実施した。しかし、新
農具の導入は、実際には、全国的にはもちろんのこと、強力な普及助成策がとられた吉林省において
も、農業生産の拡大という点で大きな成果を上げることができなかった。中央政府が特に956年以降
に強力に推し進めた新農具の普及は、農具の使用範囲を拡大するという点で表面的には大きな成果を
上げていたが、結局、資源の浪費を招いていたのである。
　最後に、新農具の普及運動について１点だけ補足しておきたい。それは同運動と農民の組織化とい
う問題である。新農具の使用は耕地、家畜、資金などの集中的な活用を不可避とする。このため新農
具の普及運動は、農業生産の集団化を促進するということにつながった。新農具普及運動は農業増産
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